
熊本県浄化槽整備事業等補助金交付要項 
 （趣旨） 
第１条 知事は、単独処理浄化槽又はくみ取り槽から浄化槽への転換及び災害により
被災した浄化槽の復旧を図るため、市町村長が浄化槽を整備する者に対し助成する
経費について、当該市町村長に対し、予算の範囲内において補助金を交付するもの
とし、その交付については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則第３４
号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要項に定めるところによる。 

 
 （用語の定義） 
第２条 この要項において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め
るところによる。 
(1) 浄化槽 
浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第２条に規定する浄化槽をいう。 

(2) 単独処理浄化槽 
浄化槽法第３条の２第２項又は浄化槽法の一部を改正する法律（平成１２年法律第
１０６号）附則第２条の規定により浄化槽とみなされたものをいう。 

(3) くみ取り槽 
建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第２９条に規定する基準に適合す
るくみ取便所の便槽をいう。 

  (4) 浄化槽整備事業 
市町村長が単独処理浄化槽又はくみ取り槽から浄化槽への転換及び災害により
被災した浄化槽の復旧をする者に対して行う助成（以下「整備助成」という。）に要
する経費について、当該市町村長に対し補助金を交付する事業をいう。 

(5)  合併処理浄化槽整備促進事業 
市町村長が単独処理浄化槽又はくみ取り槽から浄化槽へ転換する者に対して整備
助成に上乗せして行う助成に要する経費について、当該市町村長に対し補助金を
交付する事業をいう。 

(6) 浄化槽改築事業 
市町村長が被災した浄化槽を改築する者に対して行う助成に要する経費について、
当該市町村長に対し補助金を交付する事業をいう。 

 
 （補助対象経費及び補助率） 
第３条 補助金の交付の対象経費及びこれに対する補助率は、別表１のとおりとする。 
 
（補助金の内示） 

第４条 知事は補助金の交付を受けようとする市町村長に対して予算の範囲内で補助
金の内示額を通知するものとする。 

２ 前項の内示額を決定するにあたり、知事は市町村長に対して必要な所要額の調査
を実施するものとする。 

 
 （補助金の交付申請） 
第５条 規則第３条第１項の補助金交付申請書は、別記第１号様式によるものとする。 
２ 前項の申請書は補助金の内示後速やかに提出するものとする。 
 
 （補助金の交付決定） 
第６条 規則第６条の規定による補助金の交付決定の通知は、補助金交付決定通知書



（別記第２号様式）により行うものとする。 
２ 知事は、市町村長が当該年度に実施する事業であって、交付決定の前に行われた
事業に要する経費についても、適当と認められる場合は、補助の対象とすることがで
きる。 

 （変更申請） 
第７条 規則第７条第１項の補助事業の内容の変更事由は、次の各号に定めるとおりと
する。 
(1) 補助対象経費の減少額が３０パーセントを超える場合 
(2) 前号のほか補助事業の内容に著しい変更が生じる場合 

２ 規則第７条第１項の変更申請書は、別記第３号様式によるものとする。 
３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による補助事業の内容等の
変更の決定通知は、変更交付決定通知書（別記第４号様式）により行うものとする。 

 
 （申請の取下げ） 
第８条 規則第８条の規定により申請の取下げをすることのできる期間は、交付決定の
通知を受けた日から起算して１０日を経過した日までとする。 

 
 （状況報告） 
第９条 規則第１１条の規定による状況報告は、必要に応じ別に定めるところにより行う
ものとする。 

 
 （実績報告） 
第１０条 規則第１３条の実績報告書は、別記第５号様式によるものとする。 
２ 第１項の実績報告書の提出期限は、事業完了後１か月を経過した日又は当該年度
の３月３１日のいずれか早い日とする。 

 
 （補助金の額の確定） 
第１１条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知は、補助金交付確定通知
書（別記第６号様式）により行うものとする。 

 
 （補助金の請求） 
第１２条 規則第１６条第１項の請求書は、別記第７号様式によるものとする。 
 
 （証拠書類の保管期間） 
第１３条 規則第２３条に規定する別に定める期間は、５年とする。 
 
 （雑則） 
第１４条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

 
 
附 則 

 この要項は、平成１５年７月１６日から施行し、平成１５年４月１日から適用する。 
 

附 則 
 この要項は、平成１８年９月２８日から施行し、平成１８年４月１日から適用する。 
 



附 則 
 この要項は、平成１９年１０月１８日から施行し、平成１９年４月１日から適用する。 
 

附 則 
 この要項は、平成２１年６月１日から施行し、平成２１年４月１日から適用する。 
 

附 則 
この要項は、平成２３年８月１５日から施行し、改正後の熊本県浄化槽設置整備事業

補助金交付要項の規定は、平成２３年４月１日から適用する。 
 
附 則 

この要項は、平成２６年４月１日から施行する。 
 

附 則 
この要項は、平成２９年４月１日から施行する。 

 
附 則 

この要項は、令和元年１０月３１日から施行し、改正後の熊本県浄化槽整備事業等補
助金交付要項の規定は、平成３１年４月1日から適用する。 

 
附 則 

この要項は、令和２年６月１日から施行し、改正後の熊本県浄化槽整備事業等補助
金交付要項の規定は、令和２年４月１日から適用する。 

 
附 則 

この要項は、令和２年１２月１５日から施行し、改正後の熊本県浄化槽整備事業等補
助金交付要項の規定は、令和２年７月４日から適用する。 

 
附 則 

この要項は、令和３年４月１日から施行する。 
 

附 則 
この要項は、令和４年６月１５日から施行し、改正後の熊本県浄化槽整備事業等補助

金交付要項の規定は、令和４年４月１日から適用する。 
 

附 則 
この要項は、令和５年４月１日から施行する。 

 
 
 
 
 
 
 



別表１ 

１ 補助基準額 

（１）浄化槽整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(①  浄化槽（②～⑤を除く）） 

５ 人 槽１基当たり         ３３２，０００円 

６～７人槽１基当たり        ４１４，０００円 

８～１０人槽１基当たり       ５４８，０００円 

１１～２０人槽１基当たり      ９３９，０００円 

２１～３０人槽１基当たり    １，４７２，０００円 

３１～５０人槽１基当たり    ２，０３７，０００円 

５１人槽～１基当たり      ２，３２６，０００円 

 

（② 窒素又は燐除去能力を有する高度処理型の浄化槽）                    

５ 人 槽１基当たり         ３６０，０００円 

６～７人槽１基当たり        ４６２，０００円 

８～１０人槽１基当たり        ５８５，０００円 

１１～２０人槽１基当たり    １，０９２，０００円 

２１～３０人槽１基当たり    １，８６０，０００円 

３１～５０人槽１基当たり    ２，４９６，０００円 

５１人槽～１基当たり      ２，８５０，０００円 

 

（③ 高度窒素除去能力を有する高度処理型の浄化槽） 

５ 人 槽１基当たり         ４７４，０００円 

６～７人槽１基当たり        ５７０，０００円 

８～１０人槽１基当たり       ７２３，０００円 

 

（④ 窒素及び燐除去能力を有する高度処理型の浄化槽） 

５ 人 槽１基当たり         ５２８，０００円 

６～７人槽１基当たり        ６９３，０００円 

８～１０人槽１基当たり       ９６３，０００円 

１１～２０人槽１基当たり    １，６７４，０００円 

２１～３０人槽１基当たり    ２，８１１，０００円 

３１～５０人槽１基当たり    ３，７７４，０００円 

５１人槽～１基当たり      ４，２０１，０００円 

 

（⑤ ＢＯＤ除去能力に関する高度処理型の浄化槽） 

５ 人 槽１基当たり         ４８９，０００円 

６～７人槽１基当たり        ６５４，０００円 

８～１０人槽１基当たり        ９０３，０００円 

１１～２０人槽１基当たり    １，５５１，０００円 

２１～３０人槽１基当たり    ２，６０７，０００円 

３１～５０人槽１基当たり    ３，５０１，０００円 

５１人槽～１基当たり      ３，９０６，０００円 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）合併処理浄化槽

整備促進事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（補助基準額の特例） 

(1) 市町村長が助成する浄化槽の設置に伴い、単独処理   

浄化槽の撤去に要する費用が生じる場合には、１２万円

を上限として基準額に加算できる。 

(2) 市町村長が助成する浄化槽の設置に伴い、くみ取り槽

の撤去に要する費用が生じる場合には、９万円を上限と

して基準額に加算できる。 

(3) 市町村長が助成する単独処理浄化槽又はくみ取り槽か     

ら浄化槽への転換に伴い、宅内配管工事（浄化槽への流

入管（便所、台所、洗面所、風呂等からの排水）、ますの

設置及び住居の敷地に隣接する側溝までの放流管の設

置を含む。）に要する費用が生じる場合には、３０万円を

上限として加算で きる。 

(4)  住居の用以外に供する部分を持つ家屋（居住の用に供

する部分の床面積を家屋の延べ床面積で除した割合が２

分の１以上のものに限る）の補助基準額にあっては、実

際の居住人員相当分の人槽とする。（次の「合併処理浄

化槽整備促進事業」についても同じ） 

 

（① 浄化槽（②～⑤を除く）） 

５ 人 槽１基当たり         １６６，０００円 

６～７人槽１基当たり        ２０７，０００円 

８～１０人槽１基当たり       ２７４，０００円 

１１～２０人槽１基当たり      ４６９，０００円 

２１～３０人槽１基当たり      ７３６，０００円 

３１～５０人槽１基当たり    １，０１８，０００円 

５１人槽～１基当たり      １，１６３，０００円 

 

（② 窒素又は燐除去能力を有する高度処理型の浄化槽）                    

５ 人 槽１基当たり         １８０，０００円 

６～７人槽１基当たり        ２３１，０００円 

８～１０人槽１基当たり       ２９２，０００円 

１１～２０人槽１基当たり      ５４６，０００円 

２１～３０人槽１基当たり      ９３０，０００円 

３１～５０人槽１基当たり    １，２４８，０００円 

５１人槽～１基当たり      １，４２５，０００円 

 

（③ 高度窒素除去能力を有する高度処理型の浄化槽） 

５ 人 槽１基当たり         ２３７，０００円 

６～７人槽１基当たり         ２８５，０００円 

８～１０人槽１基当たり        ３６１，０００円 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）浄化槽改築事業 

 

 

２ 対象経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（④ 窒素及び燐除去能力を有する高度処理型の浄化槽） 

５ 人 槽１基当たり         ２６４，０００円 

６～７人槽１基当たり        ３４６，０００円 

８～１０人槽１基当たり        ４８１，０００円 

１１～２０人槽１基当たり      ８３７，０００円 

２１～３０人槽１基当たり    １，４０５，０００円 

３１～５０人槽１基当たり    １，８８７，０００円 

５１人槽～１基当たり      ２，１００，０００円 

 

（⑤ ＢＯＤ除去能力に関する高度処理型の浄化槽） 

５ 人 槽１基当たり         ２４４，０００円 

６～７人槽１基当たり        ３２７，０００円 

８～１０人槽１基当たり       ４５１，０００円 

１１～２０人槽１基当たり      ７７５，０００円 

２１～３０人槽１基当たり    １，３０３，０００円 

３１～５０人槽１基当たり    １，７５０，０００円 

５１人槽～１基当たり      １，９５３，０００円 

 

災害に伴う浄化槽の改築に要する費用で、環境大臣に協議

し承認を得た額。 

 

(1) 浄化槽整備事業については、市町村長が、当該市町村

の実施要項等に基づいて、単独処理浄化槽又はくみ取り

槽から浄化槽へ転換して整備する者及び災害により被災し

た浄化槽を復旧するために整備又は修理する者に対し助

成するために必要な経費。 

なお、整備には、環境省が定める浄化槽設置整備事業

実施要綱第３に規定する単独処理浄化槽から浄化槽への

転換に係る宅内配管工事及び単独処理浄化槽の撤去に必

要な工事（浄化槽設置に当たり撤去が必要な場合であって

同一敷地内に浄化槽が設置される場合に限る。）を含むも

のとする。 

また、転換であっても住宅の新築若しくは増改築で延床

面積が既存住宅の２倍を超える場合又は増改築により処

理対象人員が増える場合は対象外とする。 

(2) 合併処理浄化槽整備促進事業については、単独処理浄

化槽又はくみ取り槽から浄化槽へ転換する場合、市町村長

が、当該市町村の実施要項等に基づいて、浄化槽を整備

する者に対し助成するために必要な経費。 

   ただし、整備助成に上乗せして助成するものに限る。 



 

 

 

 

 

 

 

３ 補助額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 対象となる建築物 

  の用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 対象地域 

また、転換であっても住宅の新築若しくは増改築で延床

面積が既存住宅の２倍を超える場合、又は増改築により処

理対象人員が増える場合は対象外とする。 

(3) 浄化槽改築事業については、市町村長が当該市町村の

実施要項等に基づいて、被災した浄化槽を改築する者に

対し助成するために必要な経費。 

 

(1) 浄化槽整備事業及び合併処理浄化槽整備促進事業につ

いては、上欄の「基準額」と「対象経費」の実支出額を人槽

区分ごとに比較して少ない方の額を選定する。 

(2) (1)により選定された額の合計額と事業費から寄付金その

他の収入額を控除した額とを比較して、少ない方の額に、

浄化槽整備事業については１／３以内（離島振興法（昭和

２８年法律第７２号）に基づく事業については１／４以内）、

合併処理浄化槽整備促進事業については１／２以内の補

助率を乗じて得た額を選定する。ただし、選定された額に

１，０００円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる

ものとする。 

(3) 浄化槽改築事業については、上欄の「基準額」と「対象経

費」の実支出額を比較して少ない方の額を選定し、選定さ

れた額の合計と事業費から寄付金その他の収入減を控除

した額とを比較して、少ない方の額に１／３以内の補助率

を乗じて得た額を選定する。ただし、選定された額に１，００

０円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものと

する。 

 

浄化槽整備事業及び合併処理浄化槽整備促進事業につ

いては、環境省が定める浄化槽設置整備事業実施要綱に基

づき設置された循環型社会形成推進交付金対象施設及び地

方創生汚水処理施設整備推進交付金対象施設であり、か

つ、家屋（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７３条第３号

の定める「家屋」をいう。）のうち住宅であること。 

なお、住宅とは、居住の用に供するものをいい、以下のも

のを除く。 

(1) 居住の用以外に供する部分を持つ家屋にあっては、居住

の用に供する部分の床面積を家屋の延べ床面積で除し

た割合が２分の１未満のもの 

(2) 貸主が、賃貸目的に所有しているもの。 

  （借主が貸主の承諾を得て借家に設置する場合を除く） 

 

 浄化槽整備事業、合併処理浄化槽整備促進事業及び浄化



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

槽改築事業については、次のアからウの全てに該当する地

域であること。 

ア 下水道事業計画区域外であること、又は下水道事業計画

区域であっても、下水道整備が当分の間（原則として７年以

上）見込まれない地域で、水質汚濁防止法（昭和４５年法律

第１３８号）第１４条の７第１項に規定する生活排水対策重

点地域であること 

イ 集落排水事業採択区域外であること。 

ウ その他の集合処理施設整備予定地域外であること。 

 



 

 

別記第１号様式（第４条関係） 

第   号  

年  月  日  

 

熊本県知事       様                    

 

市町村長       

 

年度（   年度）熊本県浄化槽整備事業等補助金交付申請書 

 

年度（   年度）において、下記のとおり浄化槽整備事業等を

実施したいので、熊本県補助金等交付規則第３条の規定により関係書類を添え

て申請します。 

記 

１ 補助事業に要する経費及び補助金交付申請額 

（１）補助対象経費   金        円 

（２）補助金交付申請額 金        円 

 

２ 補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分 

 （別紙１ 浄化槽整備事業等所要額調書のとおり） 

 

添付書類 

（１）浄化槽整備事業等補助金所要額調書（別紙１） 

（２）浄化槽整備事業等補助金所要額内訳（別紙２） 

（３）市町村補助金交付要項等 

（４）浄化槽整備事業等補助事業財源表（別紙３） 

（５）知事が必要と認める書類 

 

 

  

【本件の責任者及び担当者の氏名、連絡先等】 

（１）責任者： 所属部署・職名・氏名 

（２）担当者： 所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先： （電話番号・Eメールアドレス） 



 

 

別記第２号様式（第５条関係） 

第   号  

年  月  日  

 

市町村長 様                    

 

熊本県知事         

 

年度（   年度）熊本県浄化槽整備事業等補助金 

交付決定通知書 

 

年（   年） 月  日付け   第   号で申請のありました 

年度熊本県浄化槽整備事業等補助金については、熊本県補助金等交付

規則第４条の規定により、下記の条件を付けて金    円を交付することに

決定しましたので、同規則第６条の規定により通知します。 

 

記 

 

補助の条件 

１熊本県浄化槽整備事業等補助金交付要項第７条に該当する事業内容の変更を

する場合は、知事の承認を受けること。 

２事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合に

は、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

３事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けること。 

 

 

 

  

【本件の責任者及び担当者の氏名、連絡先等】 

（１）責任者： 所属部署・職名・氏名 

（２）担当者： 所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先： （電話番号・Eメールアドレス） 



 

 

別記第３号様式（第６条関係） 

第   号  

年  月  日  

 

熊本県知事       様                    

 

市町村長         

 

年度（   年度）熊本県浄化槽整備事業等補助金 

変更交付申請書 

 

年（    年） 月  日付け   第   号で補助金交付決定

通知のありました   年度浄化槽整備事業等を下記のとおり変更したいの

で、熊本県補助金等交付規則第７条の規定により関係書類を添えて申請しま

す。 

 

記 

 

１ 補助金交付申請額 金        円 

  （うち前回までの申請額 金       円） 

 

２ 計画変更の理由 

 

 

 

添付書類 

（１）浄化槽整備事業等補助金所要額調書（別紙１） 

（２）浄化槽整備事業等補助金所要額内訳（別紙２） 

（３）知事が必要と認める書類 

 

  

【本件の責任者及び担当者の氏名、連絡先等】 

（１）責任者： 所属部署・職名・氏名 

（２）担当者： 所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先： （電話番号・Eメールアドレス） 



 

 

別記第４号様式（第６条関係） 

第   号  

年  月  日  

 

市町村長 様                    

 

熊本県知事         

 

年度（   年度）熊本県浄化槽整備事業等補助金 

変更交付決定通知書 

 

年（   年） 月  日付け   第   号で申請のありました 

年度熊本県浄化槽整備事業等の変更については、熊本県補助金等交付

規則第７条第２項の規定により承認し、下記の条件を付けて   年度熊本県

浄化槽整備事業等補助金 金     円（前回までの交付決定額 金    

円）に変更することに決定しましたので、同条第３項の規定により準用する同

規則第６条の規定により通知します。 

 

記 

 

補助の条件 

１熊本県浄化槽整備事業等補助金交付要項第７条に該当する事業内容の変更を

する場合は、知事の承認を受けること。 

２事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合に

は、速やかに知事に報告してその指示を受けること。 

３事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けること。 

 

 

 

  

【本件の責任者及び担当者の氏名、連絡先等】 

（１）責任者： 所属部署・職名・氏名 

（２）担当者： 所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先： （電話番号・Eメールアドレス） 



 

 

別記第５号様式（第９条関係） 

第   号  

年  月  日  

 

熊本県知事       様                    

 

市町村長   

 

年度（   年度）熊本県浄化槽整備事業等補助金 

実績報告書 

 

年（    年） 月  日付け   第   号でありました交付

決定通知に基づき    年度熊本県浄化槽整備事業等を実施しましたので、

熊本県補助金等交付規則第１３条の規定により、関係書類を添えてその実績を

報告します。 

 

添付書類 

（１）浄化槽整備事業等補助金精算調書（別紙１） 

（２）浄化槽整備事業等補助金精算額内訳書（別紙２） 

（３）補助金対象浄化槽設置者一覧表（別紙３） 

（４）知事が必要と認める書類 

 

  

【本件の責任者及び担当者の氏名、連絡先等】 

（１）責任者： 所属部署・職名・氏名 

（２）担当者： 所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先： （電話番号・Eメールアドレス） 



 

 

別記第６号様式（第１０条関係） 

第   号  

年  月  日  

 

市町村長 様                    

 

熊本県知事         

 

年度（   年度）熊本県浄化槽整備事業等補助金 

交付確定通知書 

 

年（   年） 月  日付け   第   号で交付決定しました 

年度熊本県浄化槽整備事業等補助金については、熊本県浄化槽整備事

業等補助金については、熊本県補助金等交付規則第１４条の規定により、下記

のとおりその額を確定しましたので通知します。 

 

記 

 

１ 交付確定額 金      円 

 

２ 交付決定額 金      円 

 

 

 

 

  

【本件の責任者及び担当者の氏名、連絡先等】 

（１）責任者： 所属部署・職名・氏名 

（２）担当者： 所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先： （電話番号・Eメールアドレス） 



 

 

別記第７号様式（第１１条関係） 

 

 

年度（   年度）熊本県浄化槽整備事業等補助金 

請求書 

 

年（   年） 月  日付け   第   号で交付確定通知があ 

りました    年度熊本県浄化槽整備事業等補助金について、下記の金額を

交付されるよう熊本県補助金等交付規則第１６条の規定により請求します。 

 

記 

 

請求額  金           円 

 

年  月  日 

市町村長 

 

 熊本県知事        様 

 

【本件の責任者及び担当者の氏名、連絡先等】 

（１）責任者： 所属部署・職名・氏名 

（２）担当者： 所属部署・職名・氏名 

（３）連絡先： （電話番号・Eメールアドレス） 



別紙１（別記第１号様式関係）

（単位：円）
補助対象額

（A）

補助額
(A)×補助率

（B）

転換

新設（災害分）

撤去費

宅内配管工事費

合計

（記入上の注意）
ア　補助対象額（A）と補助額（B）は、別紙２において浄化槽の人槽ごとに集計した額の合計
　額を記入すること。　

合　　計

３　浄化槽改築事業

２　合併処理浄化槽整備促進事業

１　浄化槽整備事業

浄化槽整備事業等補助金所要額調書



別紙２（別記第１号様式関係）

単独処理 くみ取

転換

新設

合計

　撤去費

　宅内配管工事費

転換

新設

合計

　撤去費

　宅内配管工事費

転換

新設

合計

　撤去費

　宅内配管工事費

転換

新設

合計

　撤去費

　宅内配管工事費

エ　「補助対象額」欄は、（Ａ）欄と（Ｂ）欄を人槽区分ごとに比較して、いずれか少ない方の額を記入すること。

ウ 「対象経費支出予定額」欄は、市町村が助成する予定額（単独処理浄化槽の撤去に要する費用を含む。）を
人槽区分ごとに記入すること。

（記入上の注意）

イ　「基準額」欄は、別表１の基準額によって算定される額を記入すること。

所要額内訳書

人槽区分事業名
基準額（円）

（Ａ）

対象経費
支出予定額
（円）　（Ｂ）

補助対象額
（円）

浄化槽の種類

助成基数（基）

ア　「浄化槽の種類」欄は、別表１の処理区分により①～⑤を入力すること。

合計

合併処理
浄化槽整
備促進事
業 ８～１０人槽

浄化槽整
備事業

５人槽

６～７人槽

８～１
０人槽

合計

６～７
人槽

５人槽

浄化槽改築事業

合計



別紙３（別記第１号関係）

（単位：千円）
金　　　　　額

一 般 歳 入
地 方 債
そ の 他
（ ）

計 0
0

事業財源表

区　　　　　分

県 補 助 金

総 事 業 費

市

町

村

支

出

国 補 助 金

（記入上の注意）
ア　総事業費とは、当該年度の交付対象事業の事業費総額をいい、申請の際における予定額を含む。

イ　その他に計上したものについては、括弧内に記載すること。



別紙１（別記第３号様式関係）

（単位：円）
補助対象額

（A）

補助額
(A)×補助率

（B）

転換

新設（災害分）

撤去費

宅内配管工事費

合計

（記入上の注意）
ア　補助対象額（A）と補助額（B）は、別紙２において浄化槽の種類ごとに集計した額の合計
　額を記入すること。　

１　浄化槽整備事業

２　合併処理浄化槽整備促進事業

３　浄化槽改築事業

合　　計

浄化槽整備事業等補助金所要額調書



別紙２（別記第３号様式関係）

単独処理 くみ取

転換

新設

合計

　撤去費

　宅内配管工事費

転換

新設

合計

　撤去費

　宅内配管工事費

転換

新設

合計

　撤去費

　宅内配管工事費

転換

新設

合計

　撤去費

　宅内配管工事費

所要額内訳書

人槽区分事業名

浄化槽整
備事業

５人槽

６～７
人槽

８～１
０人槽

合計

助成基数（基）

浄化槽の種類

エ　「補助対象額」欄は、（Ａ）欄と（Ｂ）欄を人槽区分ごとに比較して、いずれか少ない方の額を記入すること。

ウ 「対象経費支出予定額」欄は、市町村が助成する予定額（単独処理浄化槽の撤去に要する費用を含む。）を
人槽区分ごとに記入すること。

合併処理
浄化槽整
備促進事
業

５人槽

６～７人槽

合計

浄化槽改築事業

８～１０人槽

ア　「浄化槽の種類」欄は、別表１の処理区分により①～⑤を入力すること。

基準額（円）
（Ａ）

対象経費
支出予定額
（円）　（Ｂ）

補助対象額
（円）

（記入上の注意）

合計

イ　「基準額」欄は、別表１の基準額によって算定される額を記入すること。



別紙１（別記第５号様式関係）

（単位：円）
補助対象額

（A）

補助額
(A)×補助率

（B）

転換

新設（災害分）

撤去費

宅内配管工事費

合計

（記入上の注意）
ア　補助対象額（A）と補助額（B）は、別紙２において浄化槽の人槽ごとに集計した額の合計
　額を記入すること。　

１　浄化槽整備事業

２　合併処理浄化槽整備促進事業

３　浄化槽改築事業

合　　計

浄化槽整備事業等補助金精算調書



別紙２（別記第５号様式関係）

単独処理 くみ取

転換

新設

合計

　撤去費

　宅内配管工事費

転換

新設

合計

　撤去費

　宅内配管工事費

転換

新設

合計

　撤去費

　宅内配管工事費

転換

新設

合計

　撤去費

　宅内配管工事費

ウ 「対象経費支出予定額」欄は、市町村が助成する予定額（単独処理浄化槽の撤去に要する費用を含む。）を
人槽区分ごとに記入すること。
エ　「補助対象額」欄は、（Ａ）欄と（Ｂ）欄を人槽区分ごとに比較して、いずれか少ない方の額を記入すること。

イ　「基準額」欄は、別表１の基準額によって算定される額を記入すること。

５人槽

（記入上の注意）

合計

合計

合併処理
浄化槽整
備促進事
業 ８～１０人槽

浄化槽の種類

ア　「浄化槽の種類」欄は、別表１の処理区分により①～⑤を入力すること。

精算額内訳書

人槽区分事業名

浄化槽整
備事業

５人槽

６～７人槽

基準額（円）
（Ａ）

対象経費
支出予定額
（円）　（Ｂ）

補助対象額
（円）

助成基数（基）

浄化槽改築事業

６～７
人槽

８～１
０人槽

合計



浄化槽整
備事業補
助額（特
例分除
く）

撤去費
（別表1の
補助基準
額の特例
分）

宅内配管
工事費
（別表1の
補助基準
額の特例
分）

合併処理
浄化槽整
備促進事
業補助額

その他 計

　

1:単独から
の転換
2:くみ取り
からの転換

3:新設

別紙３（別記第５号様式関係）

（小計）
合計

ウ　「転換等区分」欄には、単独処理浄化槽からの転換の場合は「１」を、くみ取り槽からの転換の場合は「２」を、新設の場合は「３」を記入すること。

（記入上の注意）

転換
等区
分

ア　ページごとに小計を記入し、最終ページには小計及び合計を記入すること。

補助対象浄化槽設置者一覧表

設置者氏名 設置者住所 人槽

市町村の補助額

法定検査
申込確認

１　個人設置型浄化槽

№
メーカー
及び名称

処理方法
着工
年月日

竣工
年月日

浄化槽工事業者名
登録（届出）番号

イ　「市町村の補助額」欄については、基準額と対象経費の実支出額を比較して少ない額として選定された額を記入すること。
　　なお、「その他」欄には、当該要項の補助事業以外で市町村が補助した額を記入すること。

（添付書類）
１ 単独処理浄化槽又はくみ取り槽から浄化槽へ転換する場合は、既存の浄化槽を廃止したことを確認できる書類（廃止届の写し等）と、

既存の住宅の転換であることを確認できる書類（写真や建物登記簿の写し等）
２ 災害で被災したかどうかがわかる書類（写真や罹災証明書等）



　

改築工事
の内容

メーカー及
び名称

人槽
着工
年月日

竣工
年月日

（記入上の注意）

イ　「市町村の補助額」欄については、基準額と対象経費の実支出額を比較して少ない額として選定された額を記入してください。

（小計）
合計

別紙４（別記第５号様式関係）

２　浄化槽改築事業

№ 設置者氏名 設置者住所

ア　ページごとに小計を記入してください。最終ページには、小計及び合計を記入してください。

市町村の補
助額

補助対象浄化槽設置者一覧表

施工事業者名

（添付書類）
１ 災害で被災したかどうかがわかる書類（写真や罹災証明書等）


